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第１章 地盤モデル・震源モデルの作成と地震動・液状化・急傾斜地崩壊・津波の予測手法 

 

１．１ 地盤モデルの作成方法 

 

地震動計算のためには、地震波の伝播・増幅過程に関連する地盤モデル（速度構造モデル）が

必要である。今回の調査では、地盤モデルとして、文部科学省地震調査研究推進本部の「強震動

予測手法レシピ」※１に準じて、以下の考え方で地盤モデルを作成した。 

※１：文部科学省地震調査研究推進本部（2008）：震源断層を特定した地震の強震動予測手法（「レ

シピ」）（平成20 年４月11 日更新） 

 

○震源～地震基盤（Vs＞3.1km/sec）上面まで：Zhao and Hasegawa(1994)※２に基づき設定 
○地震基盤上面～工学的基盤（Vs0.3～0.8km/sec）上面まで：深部地盤モデルとして作成 

○工学的基盤上面～地表面 ：浅部地盤モデルとして作成 

※２：Zhao D., A. Hasegawa, and H. Kanamori(1994):Deep structure of Japan subduction zone 

as derived from local, regional, and teleseismic events, Jounal of Geophysical 

Research, 22,313-327. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.1 地盤モデルの模式図 
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(1) 深部地盤モデル 

 

今回の調査では、震源から工学的基盤までの地震動計算の深部地盤モデルとして、内閣府の「首

都直下地震モデル検討会」において検討された震度分布で用いられた深部地盤モデルを用いた。

これは、「南海トラフの巨大地震モデル検討会」で用いた、地震調査委員会による「全国１次モデ

ル（暫定版）」を基に、首都直下及びその周辺における地震観測データを用いて地盤構造の修正を

行ったものである。 
表 1.1 に各層の物性値を、図 1.2 に各層の上面深度分布を示す。 

 

表 1.1 深部地盤モデルの物性値 

 

  

Layer Vp(km/s) Vs(km/s) ρ(g/cm3) Qp Qs
1 1.7 0.35 1.80 119 70
2 1.8 0.5 1.95 170 100
3 2.0 0.6 2.00 204 120
4 2.1 0.7 2.05 238 140
5 2.2 0.8 2.07 272 160
6 2.3 0.9 2.10 306 180
7 2.4 1.0 2.15 340 200
8 2.5 1.1 2.15 374 220
9 2.7 1.3 2.20 442 260
10 3.0 1.5 2.25 510 300
11 3.2 1.7 2.30 578 340
12 3.6 1.8 2.35 612 360
13 3.7 1.9 2.35 646 380
14 3.5 2.0 2.35 680 400
15 4.2 2.4 2.45 680 400
16 5.0 2.9 2.60 680 400
17 5.5 3.2 2.65 680 400

○ 

（出典）地震調査委員会（2012） 

（注） ○：神奈川県で出現する層 

○ 

○ 

○ 

○ 
○ 
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図 1.2  深部地盤モデルの各速度層上面深さ 
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(2) 浅部地盤モデル 

浅部地盤モデル作成作業の考え方と手順は、次のとおりである。 

 

ア ボーリングデータの収集・整理 

前回調査で収集したボーリングデータに加えて、データを新たに収集してモデル作成

に用いた。収集したボーリングデータから、位置、孔口標高、掘進深度、土質・地質区

分境界深度、Ｎ値頭をデジタル化した。使用したボーリングデータの数は、43,380 本で

ある。以下の作業では、このデータをＧＩＳソフト上で処理して使用した。データの分

布を図 1.3、図 1.4 に示す。図 1.5 に示す微地形区分と対照すると、ボーリングデータ

の分布は、県の中央から東部の平野部ないし丘陵部に集中しており、西部の山地部では

少ない。 

今回の調査では、平野部や丘陵部では、比較的ボーリングデータの密度が高いので、

このデータ（柱状図）を基に、地盤を地質・土質的に区分してモデル化のための基礎デ

ータとした。山地部については、ボーリングデータの密度が低いので、直接使用するこ

とはせず、内閣府（2013）と同様の震度増分を与えることとした。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.3 収集したボーリングデータの分布図 

（前回調査：約 31,060 本、今回収集：約 12,320 本、計 43,380 本） 
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図 1.4 250ｍメッシュボーリング本数の分布図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.5 若松他（2013）による 250ｍメッシュ微地形区分  
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イ 平野部・丘陵部の地盤モデル作成 

モデル作成のフローを図 1.6 に示す。以下に作業手順を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.6 浅部地盤モデル作成のフロー 

 

＜地盤モデル作成の手順＞ 

・ボーリングデータから、地表から深度数 10ｍ以浅までの範囲での主要な土質・物性値

（Ｎ値）境界となっており、かつある程度の広がりを示す地層境界を読み取る。 

・地層境界については、既往の地質資料を参考にして、表 1.2 に示した区分を設定した。

実際の作業では、地域別に表 1.3 のように区分した。 

・川崎市から横浜市、横須賀市、三浦半島部の地域にかけての、平野部のいわゆる沖積

層の下位には、上総層群相当層ないしそれより古い地層が出現することが多い。これ

らの地層は、浅部の風化部を除き、おおむねＮ値 50 以上を示す。これらの層の上面

を、工学的基盤の上面と想定した。 

・相模川右岸から伊豆半島東方にかけての新第三紀－第四紀の火山岩類が分布する地域、

丹沢山地についても、同様に判断できる。 

・相模川流域には、相模層群と呼称される洪積世（更新統）の地層が複数の段丘面を形

成して分布する。相模層群は、砂礫層（おおむねＮ値 20 以上）と粘土層（Ｎ値 10～

20 以下）の繰り返しから成る。同層群の下部でおおむねＮ値 50 以上を示す礫層を工

学的基盤と想定した。 

・なお、相模川沿いの低地部には、相模層群の上位に礫層主体の沖積層が分布しており、

これらの礫層もＮ値 50 以上を示す場合が多い。このため、土木ボーリングの掘進は、

しばしば沖積層の礫層途中で終了しており、地層区分として相模層群を認定し、その

中に工学的基盤を想定することが、困難な場合も多々ある。この点を考慮して、沖積

層と洪積層の区分にこだわらず、Ｎ値 50 以上の礫層の上面を工学的基盤と想定する

ことも可能ではあるが、上記のように、その下位の相模層群の砂礫層に挟まれる洪積

層の粘土でもＮ値が小さい場合がある。このような地盤状況を最大限地震動予測に反

映させるために、相模層群の下部に工学的基盤を設定する作業を行った。 

・読み取った地層境界データを基に、250ｍメッシュ毎に、深度方向での地質区分とＮ値

区分を設定し、Ｎ値とＳ波速度の相関を用いて、各層にＳ波速度を与えて層構造とし

ボーリング資料
(地質区分・Ｎ値)

Ｎ値と S 波速度の
相関 

地質的な層構造 

横方向に連続する速
度構造 

地震動の増幅率（メッシュ単位）
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て設定した。 

・ボーリングデータの存在しないメッシュについては、そのメッシュの近傍で、ボーリ

ングデータが存在している同じ微地形区分のメッシュのデータを基に地層区分を設

定した。微地形区分については、若松・松岡（2013）による区分を使用した。また、

周辺部も含めてＮ値 50 以上を示す「工学的基盤（後述）上面」のコンターを作成し、

それを基にデータのないメッシュでの工学的基盤上面の地盤深度を推定し、これを用

いて地層の層厚を調整した。 

・作成した地層層序モデルを基に、地表から地下 30ｍまでの平均Ｓ波速度（AVS30）を

算出し、横田らの AVS30 と震度増分の関係を基に、震度増分を求めた。 

 

表 1.2 柱状図の地層区分の概要 

地域 
地質 

時代 

地層 

名
地層区分など Ｎ値 分布状況 

沖積 

低地 

完
新
世(

沖
積
世) 

完
新
統(

沖
積
層) 

最上部の泥炭層，粘土･砂を伴う <４～５  

河川成礫層  

粘土層中

の礫層を

層準で区

分 ,粘 土

層の一部

は泥炭質 

粘土層 <４～５ 

砂礫・砂層  

粘土層(海岸低地では海成) <10 

火山灰層 ５～20 

砂礫・砂層 最大 100 

粘土層 <20 

基底礫層相当 50 程度以上 ほぼ全域で確認

更
新
世 

(

洪
積
世) 

相
模
層
群 

基底礫層

より下位

の地層を

上から順

に区分 

粘土層 20～50 以上 

確認されたボー

リング孔は少な

い。相模層群相

当層が分布しな

い地域もある。

砂礫層 <50 

粘土層  

砂礫層 >50～100 

中
新
世 

以
前 

丹
沢
層
群
，

小
仏
層
群 

強風化岩盤 <50 

風化ないし新鮮な岩盤 >50～100 

   

台地 

丘陵 

山地 

更
新
世 

(

洪
積
世) 

ロ
ー
ム
層 

段
丘
礫
層 

相
模
層
群 

台地、丘陵の表層を覆うロームない

し粘土層 
<10 ほぼ全域で確認

台地、丘陵のローム層の下位の段丘

礫層．浅部はＮ値がやや小さい。 

<50  

>50～100 
ローム層ないし段丘礫層下位の粘土 20～50以上 

ローム層ないし段丘礫層下位の砂礫 >50～100 

中
新
世 

以
前 

丹
沢
層
群 

小
仏
層
群 

強風化岩盤 <50 

風化ないし新鮮な岩盤 >50～100 
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表 1.3 地域別の地層区分 
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・読み取った地層境界データを基に、250ｍメッシュ毎に、深度方向での地質・土質

区分とＮ値分布を設定し、土質区分とＳ波速度の相関を用いて、各層にＳ波速度を

与えて層構造として設定した。土質とＳ波速度との関係については、横浜市地震被

害想定による関係（表 1.4）を用いた。 

 

表 1.4 地盤モデルに用いた物性値（横浜市による） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

   以上の作業で作成した工学的基盤の上面コンター図を図 1.7 に示す。 

 
  

 想定物性値

地質区分 地質名 記号 N値 平均 密度ρ S波速度 動的変形

N値 (g/cm3) Vs(m/s) 曲線No.

盛土 内陸造成地 B1 1～5 3 1.7 120 Bc

およ [ﾛｰﾑ主体] B2 6～10 8 1.8 190

び埋 臨海埋立地 B3 1～10 5 1.7 140 Bs

立土 [砂主体] B4 11～ 15 1.8 190 Bs

腐植土 Ap1 0～2 0 1.1 50 Ap

Ap2 3～5 3 1.3 100

沖 粘性土 Ac1 0～2 1 1.5 100 Ac

Ac2 3～5 4 1.6 140

Ac3 6～10 8 1.7 200

積 Ac4 11～ 12 1.7 250

砂質土 As1 1～10 5 1.7 130 As*

第 As2 11～30 20 1.8 210 As*

世 As3 31～50 40 1.9 250 As*

As4 51～ 50 1.9 300

礫質土 Ag1 ～20 10 1.9 200 Ag*

四 Ag2 21～50 30 2.0 250

Ag3 51～ 50 2.0 400

ロームおよび Lm1 1～5 3 1.3 130 Lm

凝灰質粘土 Lm2 6～10 7 1.4 190

紀 洪 Lm3 11～ 15 1.4 230

粘性土 Dc1 　～8 5 1.6 190 Dc

Dc2  9～15 10 1.7 250

積 Dc3 16～30 20 1.7 300

Dc4 31～ 40 1.8 400

砂質土 Ds1 10～30 20 1.8 250 Ds*

世 Ds2  31～50 40 1.8 300 Ds*

Ds3 51～ 50 1.9 500 Ds*

礫質土 Dg1 ～50 30 2.0 300 Dg*

Dg2 51～ 50 2.1 500 Dg*

新第三紀 上総層群 T 50～ 50 2.1 700 ―

注)　動的変形曲線*は拘束圧によって曲線を変更
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 想定物性値

地質区分 地質名 記号 N値 平均 密度ρ S波速度 動的変形

N値 (g/cm3) Vs(m/s) 曲線No.

盛土 内陸造成地 B1 1～5 3 1.7 120 Bc

およ [ﾛｰﾑ主体] B2 6～10 8 1.8 190

び埋 臨海埋立地 B3 1～10 5 1.7 140 Bs

立土 [砂主体] B4 11～ 15 1.8 190 Bs

腐植土 Ap1 0～2 0 1.1 50 Ap

Ap2 3～5 3 1.3 100

沖 粘性土 Ac1 0～2 1 1.5 100 Ac

Ac2 3～5 4 1.6 140

Ac3 6～10 8 1.7 200

A積 c4 11～ 12 1.7 250

砂質土 As1 1～10 5 1.7 130 As*

第 As2 11～30 20 1.8 210 As*

世 As3 31～50 40 1.9 250 As*

As4 51～ 50 1.9 300

礫質土 Ag1 ～20 10 1.9 200 Ag*

四 Ag2 21～50 30 2.0 250

Ag3 51～ 50 2.0 400

ロームおよび Lm1 1～5 3 1.3 130 Lm

凝灰質粘土 Lm2 6～10 7 1.4 190

紀 洪 Lm3 11～ 15 1.4 230

粘性土 Dc1 　～8 5 1.6 190 Dc

Dc2  9～15 10 1.7 250

積 Dc3 16～30 20 1.7 300

Dc4 31～ 40 1.8 400

砂質土 Ds1 10～30 20 1.8 250 Ds*

世 Ds2  31～50 40 1.8 300 Ds*

Ds3 51～ 50 1.9 500 Ds*

礫質土 Dg1 ～50 30 2.0 300 Dg*

Dg2 51～ 50 2.1 500 Dg*

新第三紀 上総層群 T 50～ 50 2.1 700 ―

注)　動的変形曲線*は拘束圧によって曲線を変更
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図 1.7 工学的基盤上端深度分布図 

 

ウ 浅部と深部の地盤モデルの接合 

以上の手順で作成した平野部・丘陵部の浅部地盤モデルと深部地盤モデルを接合して、

各メッシュについて、地震基盤から地表までの速度層構造モデルとした。 

両モデルの境界は、工学的基盤とするが、工学的基盤のＳ波速度の設定に用いること

のできるデータは、あまり多くない。本業務においては、深部地盤モデルの最上位層の

Ｓ波速度を、前出の内閣府（2013）による深部地盤モデルに基づいて、Vs＝0.3～0.6km/s

とし、これが工学的基盤に相当すると判断して、両モデルを接合した。 

 

エ AVS30 と震度増分の設定 

作成した速度層構造モデルを用いて、地表から地下 30ｍまでの平均Ｓ波速度（AVS30）

を算出し、横田他（2005）の AVS30 と震度増分の関係を基に、震度増分を求めた。 

今回の調査で作成した AVS30 の分布図を図 1.8 に示す。 
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図 1.8 今回の調査で作成した地盤モデルから求めた AVS30 
（山地、火山部については微地形区分による AVS30） 
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１．２ 想定地震の震源モデルの作成 

 

 今回の調査において地震動の予測を行う想定地震は、平成 25 年 12 月 19 日に内閣府から

発表のあった首都直下地震で想定された地震等を中心に、表 1.5 に示す８つの地震とした。

次頁以降の表に想定地震の断層パラメータを示し、図に想定地震の位置図を示す。 

 

表 1.5 想定地震の震源断層モデル 

想定地震名 
ﾓｰﾒﾝﾄ 

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 
（Ｍw） 

震源モデル 

都心南部直下地震 7.3 内閣府（2013） 

三浦半島断層群の地震 7.0 内閣府（2013） 

神奈川県西部地震 6.7 神奈川県（2009） 

東海地震 8.0 内閣府（2012） 

南海トラフ巨大地震（東側ケース） 9.0 内閣府（2012） 

大正型関東地震 8.2 内閣府（2013） 

元禄型関東地震（参考） 8.5 内閣府（2013） 

相模トラフ沿いの最大クラスの地震（参考） 8.7 内閣府（2013） 
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(1) 都心南部直下地震 

都心南部直下地震は、「首都直下のＭ７クラスの地震及び相模トラフ沿いのＭ８クラ

スの地震等の震源断層モデルと震度分布・津波高等に関する報告書」（H25.12 内閣府：

首都直下地震モデル検討会）のモデルを採用した。 

この想定地震は、首都圏が直接的なダメージを受けることを想定した地震で、フィリ

ピン海プレート内の地震として、安政江戸地震を参考に規模はＭw7.3 とし、大正関東地

震の前のＭ７クラスの地震が発生している領域を参考に震源を設定している。 

 

表 1.6 断層パラメータ（内閣府（2013）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.9 断層位置（強震動生成域のみ） 

     ※図中★は破壊開始点 

 

内閣府（2013）の応力パラメータ 62MPa のモデルを用いた  

強震動 

生成域 

【凡例】 
★：破壊開始点 
※都心南部直下地震は、傾斜が 90°であるため、

地図上では直線的な位置図となっている。  
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(2) 三浦半島断層群の地震 
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図 1.10 断層位置 

太枠内：強震動生成域 

※図中☆は破壊開始点 

図 1.11 神奈川県（2009）による断層位置

緑領域：強震動生成域 

※図中☆は破壊開始点 

表 1.7 断層パラメータ（内閣府（2013））

強震動生成域

三浦半島断層群の地震の断層モデル

は、「首都直下のＭ７クラスの地震及び

相模トラフ沿いのＭ８クラスの地震等

の震源断層モデルと震度分布・津波高

等に関する報告書」（H25.12 中央防災会

議 ）のモデルを採用した。 

このモデルは、地震調査研究推進本

部の最新の活断層評価結果から、Ｍw を

6.9 から 7.0 に変更している。一方、断

層面積と強震動生成域（アスペリティ）

の面積が１割以上小さくなっている。

さらに、破壊開始点が前回被害想定で

は強震動生成域の中央部だったのに対

し、今回採用したモデルでは、東端と

なっている。 

【凡例】 
太い線内：強震動生成域 
細い線内：断層全体 
★：破壊開始点 
※今回の調査では、強震動生成域で地震動が

発生するものとして計算を行っている（以

下同じ）。 
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(3) 神奈川県西部地震 

 
 

 

  

表 1.8 断層パラメータ（前回調査（2009））

図 1.12 断層位置 

太枠内：強震動生成域 

※図中★は破壊開始点 

【凡例】 
太い線内：強震動生成域 
細い線内：断層全体 
★：破壊開始点 

神奈川県西部地震は、前回調

査のモデルを採用した。 
この想定地震は、「神奈川県西

部地震被害想定調査報告」（1993

神奈川県）で石橋（1988）の「西

相模湾断裂」に基づき設定した

ものである。 
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(4) 東海地震 

前回調査では 2001 年に中央防災会議で検討された震源モデル用いているが、その後、

内閣府（2012）による「南海トラフの巨大地震」においては、最新の知見を基に、プレ

ート境界の深さ及び強震動生成域の再検討が行われている。ここでは、内閣府（2012）

「南海トラフの巨大地震」における東側ケースのうち、「駿河湾域」の断層モデルのみを

用いて、地震の揺れを計算した。 

※従来の震源モデルからは、強震動生成域に御前崎沖の部分を入れる必要があるが、「東

海域」の他の強震動生成域との分離が困難であることから、「駿河湾域」のみを考慮す

ることとした。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     図 1.14 神奈川県（2009）による断層位置 

表 1.9 断層パラメータ（内閣府（2012））

図 1.13 断層位置

【凡例】 
太い線内：強震動生成域

細い線内：断層全体 
★：破壊開始点 

対象部分

16



 

17 

(5) 南海トラフ巨大地震（東側ケース） 

 

 

 

  

表 1.10 断層パラメータ（内閣府（2012）） 

図 1.15 断層位置 

【凡例】 
太い線内：強震動生成域

細い線内：断層全体 
★：破壊開始点 

南海トラフ巨大地震の断

層モデルは、「南海トラフの

巨大地震による震度分布・

津波高について（第一次報

告）」（H24.3.31 内閣府：南

海トラフの巨大地震モデル

検討会）の複数のモデルの

うち、「東側ケース」のモデ

ルを採用している。 

この想定地震は、1707 年

宝 永 地 震 以 降 の ５ 地 震

（1707 年 宝永地震、1854

年 安政東海地震、1854 年 

安政南海地震、1944 年 昭和

東南海地震、1946 年 昭和南

海地震）の震度を重ね合わ

せた震度分布を概ね再現す

るように強震動生成域を設

定している。 
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(6) 大正型関東地震 

 

 

 

  

図 1.16 断層位置 

図 1.17 神奈川県（2009）による断層位置

緑領域：強震動生成域 

※図中★は破壊開始点 

表 1.11 断層パラメータ（内閣府（2013））

強震動

生成域

① 

強震動

生成域

② 

強震動

生成域

③ 

強震動

生成域

④ 

強震動

生成域

⑤ 

大正型関東地震の断層モデル

は、「首都直下のＭ７クラスの地震

及び相模トラフ沿いのＭ８クラス

の地震等の震源断層モデルと震度

分布・津波高等に関する報告書」

（H25.12 中央防災会議 ）のモデ

ルを採用した。 

このモデルは、1923 年大正関東

地震における建物被害から推計さ

れる震度分布と地殻変動の新たな

分析結果を再現するように強震動

生成域を設定している。 

このため、前回調査における強

震動生成域とは生成域の数、位置、

大きさ、破壊開始点等が大きく異

なる。 

【凡例】 
太い線内：強震動生成域 
（断層全体の位置は示していない） 
★：破壊開始点 
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(7) 元禄型関東地震 

 

 

  

表 1.12 断層パラメータ（内閣府（2013）） 

図 1.18 断層位置 

強震動 

生成域 

① 

強震動 

生成域 

② 

強震動 

生成域 

③ 

強震動 

生成域 

④ 

強震動 

生成域 

⑤ 

【凡例】 
太い線内：強震動生成域 
（断層全体の位置は示していない）

★：破壊開始点 

元禄型関東地震

の 断 層 モ デ ル は 、

「首都直下のＭ７

クラスの地震及び

相模トラフ沿いの

Ｍ８クラスの地震

等の震源断層モデ

ルと震度分布・津波

高等に関する報告

書」（H25.12 内閣

府：首都直下地震モ

デル検討会）のモデ

ルを採用している。 
この想定地震は、

1703 年元禄関東地

震における震度分

布と津波の痕跡を

再現するように強

震動生成域を設定

している。 
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(8) 相模トラフ沿いの最大クラスの地震 

 

 

 

 

 

  

図 1.19 断層位置（強震動生成域のみ） 

表 1.13 断層パラメータ（内閣府（2013）） 

強 震

動 生

成 域

① 

強 震

動 生

成 域

② 

強 震

動 生

成 域

③ 

強 震

動 生

成 域

④ 

強 震

動 生

成 域

⑤ 

【凡例】 
太い線内：強震動生成域 
（断層全体の位置は示していない） 
★：破壊開始点 

相模トラフ沿いの最

大クラスの地震の断層

モデルは、「首都直下の

Ｍ７クラスの地震及び

相模トラフ沿いのＭ８

クラスの地震等の震源

断層モデルと震度分

布・津波高等に関する

報告書」（H25.12 内閣

府：首都直下地震モデ

ル検討会）のモデルを

採用している。 

「相模湾で発生する

最大規模の巨大地震」

として、地震学的に考

えられる震源断層域が

物理的に連動してほぼ

同時に発生する可能性

がある領域を設定して

いる。 
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